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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期
第１四半期
連結累計期間

第74期
第１四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自2018年10月１日
至2018年12月31日

自2019年10月１日
至2019年12月31日

自2018年10月１日
至2019年９月30日

売上高 （百万円） 278,820 282,414 1,063,219

経常利益 （百万円） 3,727 4,133 12,507

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,126 2,770 7,148

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,267 4,144 2,422

純資産額 （百万円） 119,074 122,954 119,903

総資産額 （百万円） 391,206 397,091 353,633

１株当たり四半期（当期）純

利益
（円） 58.80 77.72 199.12

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 29.4 29.8 32.7

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善が続く中で緩やかに回復しているも

のの、2019年10月からの消費税増税や米国と中国の通商問題の長期化等による世界経済の成長減速など、国内景気

の先行きには不透明感が強まっております。

食品流通業界におきましては、日常の生活関連消費については消費者の節約志向が根強く、消費税増税により生

活防衛意識がさらに高まっております。一方で、消費者の生活スタイルの変化等による食生活や購買行動には多様

化が広まり、小売業の業種・業態を超えた競争が激しくなっております。さらに、人手不足や働き方改革等に伴う

物流を中心としたコスト負担も大きく、厳しい経営環境で推移いたしました。

このような状況に対して当社グループは、グループミッションである『豊かな食生活を提供して人々の幸せを実

現すること』を目指して、取引先との取組みを強化し、提案型営業をさらに推進するなど卸売業としての営業機能

を強化するとともに、自社ブランド商品の開発・拡売により収益の確保を図りました。加えて、負担が増大する物

流費をはじめとした諸経費に関しては物流関連業務の見直しや業務の標準化推進に取り組むことで生産性を向上さ

せ、経営の効率化を進めてまいりました。

海外事業におきましては、今後の当社グループの成長戦略の一つとして位置づけ、マレーシア・シンガポール・

ベトナム・中国国内での食品卸売事業の展開を図っており、日本を含めたアジア地域における食品流通事業の強化

を進めてまいりました。そして、2019年12月にはマレーシア半島部中南部を営業地域とするMerison(M) Sdn.Bhd.

の株式を取得することについて株式譲渡契約を締結いたしました。これにより、マレーシア半島部全域を営業地域

とする同国最大級の卸売業グループになるとともに、当社グループのシンガポール事業とのシナジーも期待するこ

とができ、より一層の事業展開の強化を図ってまいります。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、前年同四半期に比べて1.3％増加して2,824億14百万

円となり、営業利益は35億24百万円（前年同四半期比13.0％増）、経常利益は41億33百万円（前年同四半期比

10.9％増）となりました。そして、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同四半期に災害による損失を計上

したこともあり前年同四半期に比べて30.3％増加して27億70百万円となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

なお、各セグメントの業績数値につきましては、セグメント間の内部取引高を含めて表示しております。

 

＜常温流通事業＞

当社グループの主力事業であります常温流通事業につきましては、日常の生活関連消費における節約志向の強さ

が続いている一方で、食生活や購買行動には多様化が広がり、小売業の業種・業態を超えた競争が激しくなってお

ります。さらに、物流を中心としたコスト負担も大きく、厳しい経営環境で推移いたしました。

このような状況に対して、価格だけに頼らない価値の提供に取り組むために提案型営業をさらに推進し、仕入先

との取組み強化及び得意先との関係強化を図るとともに、自社ブランド商品の開発・販売においてもブランド価

値・商品価値の訴求を進めてまいりました。加えて、物流関連業務の見直しや業務の標準化推進に取り組むことで

生産性向上及び諸経費の抑制にも努めました。

以上の結果、売上高は1,953億39百万円（前年同四半期比2.9％増）となり、営業利益は物流コスト等が増加した

ものの28億75百万円（前年同四半期比18.3％増）となりました。

 

＜低温流通事業＞

低温流通事業につきましては、消費者の節約志向は依然として根強く、人手不足等による人件費の増加や物流コ

ストの上昇など厳しい経営環境で推移いたしました。

このような状況に対して、商品提案や企画提案を積極的に行い、売上拡大及び利益改善に努めるとともに、生産

性向上によるコスト抑制に一層注力してまいりました。

以上の結果、売上高は273億78百万円（前年同四半期比0.5％増）となり売上総利益の改善が図れたものの、物流

コスト等の増加により営業利益は79百万円（前年同四半期比33.9％減）となりました。
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＜酒類流通事業＞

酒類流通事業につきましては、消費者の低価格志向が続いている一方で、雇用・所得環境の改善を背景に価格と

価値が伴った上級品やこだわり商品への需要の拡大が見られ、消費の二極化が一層鮮明になっております。また、

飲酒人口の減少や若年層のアルコール離れによって酒類市場の縮小傾向が続いており、さらに消費税増税前の駆け

込み需要の反動減や購買意欲の減少等の影響もあり先行きは不透明な状況にあります。加えて、人手不足等による

物流費の上昇もあり、厳しい経営環境で推移いたしました。

このような状況に対して、主要取引先との取組み強化及び自販力・提案型営業の強化を進めるとともに、商品毎

の利益管理を徹底し、さらに業務の効率化や生産性の向上を図ることでローコストオペレーションに取り組みまし

た。

以上の結果、売上高は消費税増税前の駆け込み需要に対する反動減の影響もあり487億38百万円（前年同四半期

比1.8％減）となり、物流コスト等の増加も加わって営業利益は１億88百万円（前年同四半期比36.5％減）となり

ました。

 

＜海外事業＞

海外事業につきましては、マレーシア・シンガポール・ベトナム・中国国内での食品卸売事業の展開を図ってお

り、既存の海外卸売業としてのベースに加え、日本国内で培ってきた営業力の浸透及び経営管理の定着を図ってま

いりました。

以上の結果、売上高は従前の取扱いブランドのうち不採算取引の見直し及び一部ブランドの取引形態の変更に伴

い92億62百万円（前年同四半期比13.4％減）となり、営業利益はのれんの償却負担の影響もあり７百万円（前年同

四半期は営業損失30百万円）となりました。

 

＜その他＞

その他の事業につきましては、物流関連事業がその主な内容であり、人手不足や人件費及び燃料価格等のコスト

負担の影響があるものの、事業規模の増加及び諸経費の抑制により売上高は34億49百万円（前年同四半期比10.1％

増）となり、営業利益は３億74百万円（前年同四半期比24.8％増）となりました。

 

(2) 財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて434億58百万円増加し3,970億91百万

円となりました。

流動資産は、主に売上債権及びたな卸資産が増加したことから、436億79百万円増加し2,799億23百万円となりま

した。また固定資産は、投資有価証券が時価評価額の上昇等により増加した一方、１年内に償還予定である債券の

流動資産への振替に伴って減少したことから、２億20百万円減少し1,171億68百万円となりました。

流動負債は、主に仕入債務が増加したことから、397億19百万円増加し2,498億２百万円となり、固定負債は、投

資有価証券の時価評価額の上昇等により繰延税金負債が増加したことから、６億87百万円増加し243億34百万円と

なりました。

純資産は、30億51百万円増加し1,229億54百万円となり、その結果、自己資本比率は29.8％となりました。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当社は、2019年12月９日開催の取締役会において、マレーシアに本社を置くMerison(M) Sdn.Bhd.（以下、

「Merison」という）の株式譲渡契約を締結することを決議し、2019年12月12日に同社株主との間で株式譲渡契約を

締結いたしました。

なお、株式の取得は、関連法令に基づく手続きの完了等、取引実行のための前提条件が満たされることを条件とし

ており、取得時期、取得価額及び発生するのれんの金額等については確定しておりません。

 

(1）株式取得の目的

当社グループは、独立した存在感のある卸売業としての企業規模を確立するとともに、次代の成長を見据えて

一層の機能強化を図るため、特に経済成長に伴い消費市場が拡大するアジア地域において食品流通事業の展開と

構築を進めてまいりました。

Merisonは、マラッカやジョホールバルを中心としたマレーシア半島部中南部を営業地域とする卸売企業であ

り、主要な仕入先、得意先との強い取引関係を築き上げたことで、同国において確固たる地位を確立している有

力卸売企業であります。

当社グループは、すでにマレーシアにおいてクアラルンプール及び北部を中心に事業（Lein Hing Holdings

Sdn.Bhd.他）を展開しておりますが、本件買収によりマレーシア第二の市場である南部市場へ進出することで、

マレーシア半島部全域を営業地域とする同国最大級の卸売業グループとなります。

また、マレーシア南部（ジョホールバル）はシンガポールと隣接していることもあり、当社グループのシンガ

ポール事業（Naspac Marketing Pte.Ltd.）とのシナジーも期待できます。

当社グループは、海外事業を今後の成長戦略の一つとして位置づけており、より一層の事業展開の強化を図

り、企業価値の向上に取り組んでいく所存であります。

 

(2）株式取得の相手先

Tong Hoe Soon他

 

(3）取得する会社の概要

① 取得先の名称

Merison(M) Sdn.Bhd.

② 所在地

110, Jalan Melaka Raya 25, Taman Melaka Raya, 75000 Melaka

③ 代表者

Tong Hoe Soon

④ 事業内容

日用雑貨・加工食品卸売業

⑤ 資本金

２百万リンギット

⑥ 設立年月日

1982年２月４日

⑦ 売上高

392百万リンギット（2018年12月期）

 

(4）取得後の持分比率

取得前の持分比率       ０％

取得後の持分比率       90％

 

(5）支払資金の調達方法及び支払方法

自己資金
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 72,000,000

計 72,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2020年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 38,153,115 38,153,115
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 38,153,115 38,153,115 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2019年10月１日～

2019年12月31日
－ 38,153 － 5,934 － 8,806

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2019年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,502,800 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,627,400 356,274 同上

単元未満株式 普通株式 22,915 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  38,153,115 － －

総株主の議決権  － 356,274 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式31株を含めて記載しております。

 

②【自己株式等】

    2019年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

加藤産業株式会社
兵庫県西宮市松原町

９番20号
2,502,800 － 2,502,800 6.56

計 － 2,502,800 － 2,502,800 6.56

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、2,502,941株であります。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019

年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年10月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 76,203 74,670

受取手形及び売掛金 ※１ 129,370 ※１ 163,480

リース投資資産 651 653

有価証券 － 2,000

商品及び製品 23,335 31,103

仕掛品 4 5

原材料及び貯蔵品 274 307

その他 7,092 8,420

貸倒引当金 △688 △717

流動資産合計 236,244 279,923

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 13,629 13,546

機械装置及び運搬具（純額） 2,332 2,437

工具、器具及び備品（純額） 604 603

土地 23,993 23,993

リース資産（純額） 1,020 1,082

建設仮勘定 154 58

その他（純額） 252 382

有形固定資産合計 41,986 42,103

無形固定資産   

のれん 1,159 1,026

ソフトウエア 3,770 3,885

電話加入権 45 45

その他 105 93

無形固定資産合計 5,081 5,051

投資その他の資産   

投資有価証券 43,197 43,155

差入保証金 5,801 5,815

投資不動産（純額） 3,197 3,204

繰延税金資産 459 345

退職給付に係る資産 1,591 1,657

リース投資資産 10,396 10,232

その他 5,819 5,728

貸倒引当金 △142 △126

投資その他の資産合計 70,320 70,013

固定資産合計 117,388 117,168

資産合計 353,633 397,091
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 191,702 232,542

短期借入金 2,462 2,024

1年内返済予定の長期借入金 89 71

リース債務 1,242 1,264

未払金 9,344 10,434

未払費用 350 265

未払法人税等 1,995 885

未払消費税等 718 206

賞与引当金 1,212 651

役員賞与引当金 58 24

その他 905 1,431

流動負債合計 210,082 249,802

固定負債   

長期借入金 17 －

リース債務 11,118 11,107

繰延税金負債 4,222 4,949

役員退職慰労引当金 361 338

退職給付に係る負債 5,300 5,270

資産除去債務 165 165

その他 2,460 2,502

固定負債合計 23,647 24,334

負債合計 233,729 274,136

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,934 5,934

資本剰余金 8,760 8,760

利益剰余金 94,939 96,640

自己株式 △6,549 △6,549

株主資本合計 103,085 104,785

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12,635 13,885

繰延ヘッジ損益 0 1

為替換算調整勘定 △559 △606

退職給付に係る調整累計額 306 295

その他の包括利益累計額合計 12,382 13,575

非支配株主持分 4,435 4,592

純資産合計 119,903 122,954

負債純資産合計 353,633 397,091
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年10月１日
　至　2018年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年10月１日
　至　2019年12月31日)

売上高 278,820 282,414

売上原価 260,744 263,930

売上総利益 18,075 18,483

販売費及び一般管理費 14,955 14,959

営業利益 3,120 3,524

営業外収益   

受取利息 62 74

受取配当金 327 351

持分法による投資利益 11 32

為替差益 － 11

不動産賃貸料 92 80

貸倒引当金戻入額 5 －

売電収入 21 22

その他 186 127

営業外収益合計 708 699

営業外費用   

支払利息 27 29

為替差損 0 －

不動産賃貸費用 37 31

貸倒引当金繰入額 － 8

売電費用 16 15

その他 18 6

営業外費用合計 100 90

経常利益 3,727 4,133

特別利益   

固定資産売却益 6 5

投資有価証券売却益 0 －

受取保険金 ※１ 42 ※１ 7

受取補償金 ※２ 8 －

特別利益合計 57 12

特別損失   

固定資産除売却損 6 0

災害による損失 ※３ 348 ※３ 67

リース解約損 4 0

特別損失合計 359 68

税金等調整前四半期純利益 3,426 4,077

法人税、住民税及び事業税 904 922

法人税等調整額 242 270

法人税等合計 1,147 1,192

四半期純利益 2,278 2,885

非支配株主に帰属する四半期純利益 152 114

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,126 2,770
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年10月１日
　至　2018年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年10月１日
　至　2019年12月31日)

四半期純利益 2,278 2,885

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3,645 1,321

繰延ヘッジ損益 △0 0

為替換算調整勘定 120 △57

退職給付に係る調整額 △15 △10

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 6

その他の包括利益合計 △3,546 1,259

四半期包括利益 △1,267 4,144

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,329 3,963

非支配株主に係る四半期包括利益 62 180
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休

業日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日満期手形の金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2019年９月30日）

当第１四半期連結会計期間
（2019年12月31日）

受取手形 620百万円 118百万円

 

　２　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2019年９月30日）

当第１四半期連結会計期間
（2019年12月31日）

深圳華新創展商貿有限公司 151百万円 深圳華新創展商貿有限公司 156百万円

Kato Sangyo Vietnam Co., Ltd. 18 Kato Sangyo Vietnam Co., Ltd. 23

合計 169 合計 180

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　受取保険金

前第１四半期連結累計期間（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）

2018年９月発生の台風等の災害に伴う損害保険金等の受取額であります。なお、現時点において確定し

ていない金額については計上しておりません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2019年10月１日　至　2019年12月31日）

2019年９月発生の台風等の災害に伴う損害保険金の受取額であります。

 

※２ 受取補償金

前第１四半期連結累計期間（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）

他社から購入した異物混入原料使用により、販売不能となった製品の廃棄損失について、原材料購入先

からの補償によるものであります。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2019年10月１日　至　2019年12月31日）

該当事項はありません。

 

※３ 災害による損失

前第１四半期連結累計期間（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）

主に2018年９月発生の台風等により被災した資産設備の復旧等に係るものであり、当該損失には、現時

点で合理的な見積もりが可能な範囲における見積額を含んでおります。

なお、当該損失相当額の保険金の受取りが見込まれますが、現時点において受取金額が確定していない

ため、計上しておりません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2019年10月１日　至　2019年12月31日）

2019年９月発生の台風等により被災した資産設備の復旧及び当社連結子会社の賃借倉庫で発生した火災

事故により被災したことに伴う関連費用等に係るものであります。

なお、火災事故に伴う当該損失相当額の補償金の受取りが見込まれますが、現時点において受取金額が

確定していないため、計上しておりません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2018年10月１日
至 2018年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2019年10月１日
至 2019年12月31日）

減価償却費 888百万円 953百万円

のれんの償却額 244 127

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）

１　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年12月21日

定時株主総会
普通株式 1,016 28.00 2018年９月30日 2018年12月25日 利益剰余金

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

当社は、2018年８月９日開催の取締役会決議に基づき、自己株式158,400株の取得を行いました。主にこ

の結果、当第１四半期連結累計期間において自己株式が584百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末に

おいて自己株式が4,797百万円となっております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2019年10月１日　至　2019年12月31日）

１　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年12月20日

定時株主総会
普通株式 1,069 30.00 2019年９月30日 2019年12月23日 利益剰余金

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
常温流通
事業

低温流通
事業

酒類流通
事業

海外事業 計

売上高          

外部顧客への売上高 189,712 27,173 49,625 10,690 277,201 1,619 278,820 － 278,820

セグメント間の内部

売上高又は振替高
204 72 9 － 286 1,513 1,799 △1,799 －

計 189,917 27,245 49,634 10,690 277,487 3,132 280,620 △1,799 278,820

セグメント利益又は

損失（△）
2,430 119 297 △30 2,817 299 3,117 3 3,120

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に物流事業であります。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額３百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2019年10月１日　至　2019年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
常温流通
事業

低温流通
事業

酒類流通
事業

海外事業 計

売上高          

外部顧客への売上高 195,174 27,316 48,730 9,262 280,483 1,931 282,414 － 282,414

セグメント間の内部

売上高又は振替高
164 62 7 － 234 1,518 1,752 △1,752 －

計 195,339 27,378 48,738 9,262 280,717 3,449 284,167 △1,752 282,414

セグメント利益 2,875 79 188 7 3,151 374 3,525 △0 3,524

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に物流事業であります。

２ セグメント利益の調整額△０百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前第１四半期連結累計期間
（自 2018年10月１日
至 2018年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2019年10月１日
至 2019年12月31日）

１株当たり四半期純利益  58円80銭 77円72銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 2,126 2,770

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る四半期純利益
（百万円） 2,126 2,770

普通株式の期中平均株式数 （千株） 36,169 35,650

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

　　2020年２月13日

加藤産業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮 本 敬 久 ㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 河 野 匡 伸 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている加藤産業株式会

社の2019年10月１日から2020年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019年12月

31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年10月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、加藤産業株式会社及び連結子会社の2019年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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